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太陽光発電の⻑期安定化電源にむけて

国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所
福島再⽣可能エネルギー研究所(FREA)

再⽣可能エネルギー研究センター 太陽光システムチーム
⼤関 崇
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現状の課題
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太陽光発電の現状と今後の⾒通し
• 2030年に向けて、既設の⻑期安定電源化(①)とさらなる導⼊拡⼤(②〜③)。

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第41回）および２０２１年１２⽉末時点の状況をもとに作成

①

②

③

②
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⻑期安定電源化化への課題

電気

社会的信頼性
安全性

構造

労働環境

発電特性
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⻑期安定電源化化への課題

出典︓第1回 再⽣可能エネルギー発電設備の適正な導⼊及び管理のあり⽅に関する検討会
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安全性︓事故情報

出典︓令和2年度電気保安 ※分析結果
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安全性︓保険事故情報の分析
• 太陽光発電の事故実態を把握するため、保険会社（損害保険ジャパン、東京海上⽇動⽕災保

険、三井住友海上⽕災保険）より情報提供をいただき、太陽光発電の事故情報の分析を実施
した（2015〜2020︔ただし各社期間が異なる）。

• 件数合計︓850件、損傷箇所合計︓1466件
• ⽀払い総額︓約202億円
• リスクが⾼い事象︓⾶散、地盤崩壊（47件、53件）

– 重⼤度、規模の⼤きさ（⽀払いの⼤きさ）、頻度
– 重⼤度︓⾶散、地盤崩壊、⽕災
– 規模の⼤きさ︓1000万円以上
– 頻度︓⾶散、浸⽔/⽔没、地盤崩壊、盗難

• リスクの⾼い事象の損傷箇所︓構造関係（⽀持物︓247件、地盤・法⾯ 55件）
– ⾶散︓太陽電池モジュール、⽀持物
– 地盤崩壊︓太陽電池モジュール、⽀持物、基礎、地盤・法⾯

• ⾶散と地盤崩壊が起きる要因︓⾵と⾬（⾵︓152件、⾬︓102件）
– ⾶散 →⾵
– 地盤崩壊 →⾬、⼟砂崩れ(隣接地から)

本分析は、国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産
業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の委託業
務（JPNP20015）の結果得られたものです。
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環境アセス︓太陽光発電の状況

出典︓太陽光発電施設等に係る環境影響評価の基本的考え⽅に関する検討会報告書
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林地開発︓太陽光発電の状況

出典︓農⽔省、太陽光発電施設の設置を⽬的とした林地開発に対する林野庁の取組について 再エネTF
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太陽光発電の保安にかかる流れ︓事前規制①
• 2015年 AIST直流電気安全技術情報公表
• 2016年〜電事法︓使⽤前⾃⼰確認︓500kW〜2000kW
• 2017年〜FIT法︓設備認定→事業計画認定

- 事業計画策定ガイドライン
- 保守点検計画
- 標識、柵、塀

• 2017年〜JPEA/JEMA︓保守点検ガイドライン
• 2017年〜NEDO︓地上設置型ガイドライン策定︔電技解釈解説から引⽤
• 2017年〜電事法︓仕様規定の策定
• 2018年〜電事法︓電技解釈︓JIS C 8955(2017)の引⽤
• 2018年 JPEA︓⽔没実験。感電危険性の注意喚起
• 2018年〜JPEA等︓太陽光発電事業評価ガイド
• 2019年 AIST直流電気安全技術情報改定
• 2019年〜NEDO︓地上設置型ガイドライン改定︔電技解釈解説から引⽤
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太陽光発電の保安にかかる流れ︓事前規制②
• 2019年〜森林法︓太陽光発電施設の設置に関する林地開発許可基準の運⽤細則
• 2020年〜電事法︓電技解釈 ⼟砂流出を要件
• 2020年〜電事法︓電技解釈 ⽔上型PVを要件追加追加
• 2020年〜アセス法︓環境影響評価法施⾏令を改正。⼀種４万kw・⼆種３万kw
• 2020年〜環境省 太陽光発電の環境配慮ガイドライン公表
• 2020年〜FIT法︓地域活⽤案件導⼊（10〜50kW、営農型など）
• 2021年〜電事法︓発電⽤太陽電池設備に関する技術基準を制定 →省令
• 2021年〜NEDO︓傾斜、⽔上、営農設計・施⼯ガイドライン策定
• 2021年〜アセス法︓分割の基準を明確化
• 2021年〜農⽔省 農業⽤ため池︓⽔上設置型PV設置⼿引き 公表
• 2022年〜国交省/農⽔省︓盛⼟規制法
• 2022年〜農⽔省 林地開発基準⾒直し
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（参考）太陽光発電の保安にかかる流れ︓今後の事前規制

出典︓第7回 産業保安基本制度⼩委員会 資料抜粋
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（参考）特殊な設置形態の太陽光発電設備に関する
安全性確保のためのガイドライン策定

• 近年増加傾向にある傾斜地、農地、⽔上に設置される太陽光
発電設備の安全確保に向けた電気・構造に関する設計・施⼯
ガイドラインの策定を⽬的とする。

– 傾斜地設置型太陽光発電システムの設計・施⼯ガイドライン
– 営農型太陽光発電システムの設計・施⼯ガイドライン
– ⽔上設置型太陽光発電システムの設計・施⼯ガイドライン

• 2021年11⽉に初版を公開。
– https://www.nedo.go.jp/activities/ZZJP2_100060.html

• 実証実験等で得られる知⾒を盛り込み、2022年度に改定版を
策定する。
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(参考)条例の制定

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第31回）
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（参考）宅地造成等規制法の⼀部を改正する法律案

出典︓宅地造成等規制法の⼀部を改正する法律案
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（参考）太陽光発電に係る林地開発許可基準に関する検討
会

出典︓太陽光発電に係る林地開発許可基準に関する検討会
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⻑期安定電源化化への課題

電気

社会的信頼性
安全性
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発電特性
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発電特性の低下

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第44回）



confidential21

(参考)廃棄・リサイクリング

出典︓第1回 再⽣可能エネルギー発電設備の適正な導⼊及び管理のあり⽅に関する検討会
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(参考)廃棄・リサイクリング

出典︓NEDO

6割がガラス

出典︓NEDO
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出典︓環境省

他素材への利⽤︓
12万t

PVの排出
:17〜28万t
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(参考) Circularityの議論

• Closed-loopか
Open-loopか

出典︓DOE, Solar Futures Study, 2021
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太陽光発電の適正な導⼊及び管理
太陽光発電の⻑期安定化電源にむけて
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太陽光発電の現状と今後の⾒通し
• 2030年に向けて、既設の⻑期安定電源化(①)とさらなる導⼊拡⼤(②〜③)。

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第41回）および２０２１年１２⽉末時点の状況をもとに作成

①

②

③

②
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FIT後の継続の意向
• FIT後の継続意思︓積極的は20〜30％
• ⼟地契約の問題と事業性。⾃社保有以外の⼟地は低圧20％、特⾼圧/⾼圧40％

※17GW 低圧3GW＋⾼圧以上14GW（⾼圧の定期借地は16%＝34GW☓0.16:5GW)

出典︓平成２９年度新エネルギー等の導⼊促進のための基礎調査（太陽光発電に係る保守点検の普及動向等に関する調査）
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既存発電所の適正管理

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第43回）

出典︓NEDO太陽光発電主⼒電源化推進技術開発 事業原簿
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(参考)欧州のプロジェクト TRUST PV
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更なる導⼊拡⼤に向けて

出典︓METI
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ドイツの導⼊量

出典︓Fraunhofer ISE
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導⼊拡⼤が期待される分野

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第40回）
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導⼊拡⼤が期待される分野

出典︓環境省
出典︓新潟市太陽光発電および陸上⾵⼒発電に係るゾーニング報告書（素案）概要版
https://www.city.niigata.lg.jp/shisei/gyoseiunei/sonota/fuzokukikankonw
akai/konwakai/sonota/kankyo/kankyoseisaku/saiene_senmoniinkai.files/3
siryo2.pdf
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地域との共⽣

出典︓信州⼤学 茅野 恒秀⽒スライド、JSESセミナー
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地域との共⽣

• 地域への裨益
• 顔が⾒える事業者

出典︓⽯川県⽴⼤学 ⼭下良平⽒スライド、JSESセミナー
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農業分野︓農地転⽤

出典︓農⽔省
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出典︓新潟市太陽光発電および陸上⾵⼒発電に係るゾーニング報告書（素案）概要版
https://www.city.niigata.lg.jp/shisei/gyoseiunei/sonota/fuzokukikankonwakai/konwakai/sonota/kankyo/kankyoseisaku/saiene_senmoniinkai.files/3
siryo2.pdf
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⾮住宅︓導⼊拡⼤が期待される分野

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第40回）
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住宅設置

出典︓環境確保条例の改正「中間のまとめ」のポイント（太陽光発電設備関連）【概略版】

出典︓神奈川県 WEB
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⾮住宅

出典︓METI, 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会
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将来想定されること︓電源価値

Source: U.S. Energy Information Administration, based on Monthly Electric Utility Sales and 
Revenue Report with State Distributions and California Independent System Operator (CAISO) data

• PVの⼤量導⼊時は、kWhの市場価値は低下。
• 余るし、売れない。
• 市場ではディスパッチャブルな電源へ。
• PPA＆環境価値で⻑期リスクヘッジ。

出展︓METI

ネガティブプライス
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需給⼀体型（需要地近接）

エネルギー供給型（需要地遠隔）

オフグリッド化
•植物⼯場、データセ
ンター等の⽴地と電
⼒インフラの更新費
⽤代替

マーチャントプラント化
•kWh、ΔkW市場による発
電事業化

•スポット、時間前、需給調
整市場の最適化

地上設置、⽔上、農地 など

サービスのスマート化と
の連携
•営農やモビリティ
•電化機器へのエネルギー
供給

※マーチャントプラント:市場で電
⼒を売買する発電所

出典:WB 出典:Fh
ISE

出典
:NEDO

マイクログリッド化
•レジリエンス
•インフラ更新費⽤削減

PVのシステム形態の⽅向性

＋⾮化⽯価値
・BCなどトラキング
・計量センサ⾃家消費の増加

•オンサイト再エネ電源の⾃家消費
•蓄エネ技術との組合せ
•VPPによる余剰電⼒活⽤
•災害時の活⽤

住宅、⾮住宅、データセンターなど

出典:NEDO 出典:NEDO
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電源化価値向上︓UDA・電⼒市場への統合・調整⼒創出

出典︓⾃然エネルギー財団 出典︓出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク
⼩委員会（第42回）

図 Headroom制御の実施例
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出典︓経団連

出典︓MONET

• モビリティ︓⾃動運転、空⾶タクシー
• 農業︓スマートアグリ
• 産業︓⽣産、物流、データC

MONETのMaaS

出典︓SB

SBの5GのHAPS

将来想定されること︓サービス
超スマート社会

• 新しいサービス出現によりエネルギー利⽤増⼤も。
• ゼロエミッション供給が必須。
• 追加のエネルギーインフラ無しでの実現が必要。
• PV-Energy as a service
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出典︓TEPCO

出典︓METI

将来想定されること︓電⼒インフラ

1950 1980

送配電設備の更新時期

• ユニバーサルサービスを維持が課題。
• インフラ維持しつつ部分的に縮退。
• 機動性や柔軟性のあるインフラが必要。
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2030年以降の導⼊箇所︓PV on Things

PV-Orientedなシナリオ(RE100%)

2050年︓約1TW、太陽電池変換効率︓30%
2030年︓約450GW、太陽電池変換効率︓25%

現在〜2030
64GW〜100GW
電⼒需要の7%〜10%

100〜1000GW
電⼒需要の10％〜100%

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1000

2030 2050

施設⽤地
移動体
交通関係
⽔上
森林・林野
農業
⾮住宅
住宅

耕作地︓37GW

移動体︓54GW

⽔上︓50.7GW

駐⾞場︓84.4GW

屋上︓133GW
側壁︓97GW

住宅︓10GW

⾮住宅/地上︓65GW 住宅︓124GW
集合住宅︓64GW

2030〜2050〜 多様な導⼊場所に必要なシステム技術の開発

地上のリプレイス・リパワー(約50GW)

出典︓Seris 出典︓FhISE

出典︓Toyota
出典︓NEDO

出典︓NEDO 出典︓テスラ
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2030年以降のエネルギー供給︓PV-Energy as a service

PV-Orientedなシナリオ

現在〜2030
64GW〜100GW
電⼒需要の7%〜10%

2030〜2050〜
100〜1000GW
電⼒需要の10％〜100%

・系統連系
・エネルギープール(需給バランス)
・調整⼒（VPP、蓄電、DR）
・系統サポート サービスのためのエネルギー供給

2050年には
18万メッシュ(1km2)の
うち6割が⼈⼝半減

2割が未住居地域。

農業︓スマートアグリモビリティ︓⾃動運転、空⾶タクシー 産業︓⽣産、物流、データC

⼤量余剰
集中から分散へ
蓄エネ(蓄電、⽔素等）
とエネルギー輸送

・インフラ更新と独⽴型の共存
・モビリティによる電⼒輸送

多様なサービスを考慮した
PVによりエネルギー供給システム技術の開発
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費⽤便益評価によるリスク低減対策の最適化
• どんなリスクがあるか︖
• リスク発⽣時にどの程度の損失があるか︖
• 対策⽅法は何があるか︖
• 対策コストとリスク低減(便益)の最適化⽅法は︖

→スマート保安 コスト

リスク

損失コスト

現状︓
トータルコスト⾼
損失コスト⾼
リスク⾼
投資コスト低

投資コスト

トータルコスト

安全化︓
トータルコスト⾼
損失コスト低
リスク低
投資コスト⾼

⽬指す姿︓
トータルコスト低
損失コスト低
リスク低
投資コスト低

安全化

スマート化
最適化
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費⽤便益評価によるリスク低減対策の最適化
• どんなリスクがあるか︖
• リスク発⽣時にどの程度の損失があるか︖
• 対策⽅法は何があるか︖
• 対策コストとリスク低減(便益)の最適化⽅法は︖

→スマート保安

出典︓電気保安分野 スマート保安アクションプラン



confidential52

リスク低減の考え⽅︓電気保安の確保
• 保安規制

– 導⼊(⼯事・製造)の段階
– 維持・運⽤の段階

• 企画、設計・施⼯、運⽤管理（リパワリング、撤去・廃棄）の事業全体で保安を考える
必要。

電気⼯作物設置者） 経済産業省

⼯事・製
造の段階

技術基準適合義務（第39条） 技術基準適合命令（第40条）
保安規程作成・届出・遵守義務（第42条） 保安規程変更命令（第42条）

主任技術者選任義務・職務誠実義務（第43条） 主任技術者免状返納命令（第44条）

⼯事計画の届出（第48条） ⼯事計画変更命令（第48条）

使⽤前⾃主検査実施義務（第51条） 使⽤前安全管理審査実施（第51条）

使⽤前⾃⼰確認実施義務（第51条の2）
⾃家⽤電気⼯作物（500kW未満の需要設備）については、電気⼯事⼠法の対象とし、⼯事
の段階での安全を確保（電気⼯事⼠法第5条）

維持・運
⽤の段階

技術基準適合義務（第39条） 技術基準適合命令（第40条）
保安規程作成・届出・遵守義務（第42条） 保安規程変更命令（第42条）
主任技術者選任義務・職務誠実義務（第43条） 主任技術者免状返納命令（第44条）
⾃家⽤電気⼯作物使⽤開始届出（第53条）
報告義務（第106条） ⽴⼊検査（第107条）
⾃家⽤電気⼯作物（500kW未満の需要設備）については、電気⼯事⼠法の対象とし、⼯事
の段階での安全を確保（電気⼯事⼠法第5条）

出典︓METI WEB

• 事業全体のリスク便益分析に
よりCAPEX/OPEXのバランスを
事業全体で最適化

• リスク便益の最適化
→スマート保安

運⽤時のスマート化
導⼊時のスマート化
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運⽤時のスマート化

現状の点検項⽬の
確認⽅法の代替による
現地作業頻度低減

現地作業の効率化
作業者安全化

当⾯の考え⽅ 将来に向けて

点検により発⾒したい
リスク事象を監視する⽅法

現地作業頻度の低減

例えば、⽬視では何を発⾒したいのか︖
⽬視の⽅法論を代替するのではなく、その発⾒したいリスクを監視、検知できる⽅法で代替
（検知後速やかに遮断）
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運⽤時のスマート化

出典︓電気保安分野 スマート保安アクションプラン
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導⼊時のスマート化︓知⾒の集積と最適化のフィードバック

システム設計
＆

運⽤⽅法

Socialization
(共有化)

Externalization
(表出化)

Combination
(連結化）

Internalization
(内⾯化）

知⾒の集積
ベタープラクティス

不具合事例

ナレッジマネジメント
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導⼊時のスマート化︓効率的な知⾒の集積に必要なこと
• どんな設計だとどんなリスクがあるか︖

– →設計情報のDX化

• どんな運⽤だとどんなリスクを⾒逃すか︖
– O&Mの結果のDX化

• どんな不具合がどのような頻度であるか︖
– →不具合検知技術の精緻化と情報のアノテーション

• ⾃分が保有するアセット情報だけで⼗分か︖
– 業界における知⾒の共有化
– 約800件の特別⾼圧
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導⼊時のスマート化︓フィードバックに必要な観点
• 多様なシステムにおける各事象の⼀般化と特有化の分離

– 時代とともに変わってきたPVシステム(特に機器)の各事業が⼀般的な事象なのか、
特定システムに特有な事象ものであるかの分離が必要

• アジャイルな対応と⻑期視点での確実な振り返り
– 対処的な対応と⻑期的な有効性の確認（PVの運⽤が20〜30年レベル）

• 各知⾒とシステム設計、運⽤技術への効果のKPI化、学習技術の開発
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導⼊拡⼤、持続的なインフラ化︓多様性への対応
• 設置場所、事業形態ごとのキープレーヤー、地域共⽣のため⽀援するすべき対象は誰か︖
• ⼀つのモデルで100GW以上は実現できない。

設置場所 事業形態

• 個⼈設置、利⽤
• 事業者設置、利⽤
• TPO
• PPA

– オンサイト、オフサイト
– フィジカル、バーチャル

• 発電事業
– マーチャントプラント
– 中⼩規模集約型

• 環境価値
– RE100、⾮化⽯

• 所有
• コーディネータ
• 企画、販売
• 設計
• 施⼯
• 発電事業
• アグリゲータ
• ⼩売事業
• アセットマネジメント
• プロパティマネジメント
• 維持管理
• リパワリング、リバンピング
• リサイクル、廃棄
• 撤去、復旧

ステークホルダ

• 地上
– ⼩規模︓低圧
– 中規模︓⾼圧
– ⼤規模︓特⾼
– ⽔上
– 営農

• 建物
– 公共
– 産業
– オフィス、ビル
– 新築/既設

• 住宅
– ⼤⼿ハウス、プレハブメ

ーカ、中⼩⼯務店
– 新築/既設
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まとめ
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出典︓再⽣可能エネルギー発電設備の適正な導⼊及び管理のあり⽅に関する検討会 提⾔概要（案）
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出典︓再⽣可能エネルギー発電設備の適正な導⼊及び管理のあり⽅に関する検討会 提⾔概要（案）
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太陽光発電の⻑期安定化電源にむけて︓⾏政への期待

住宅

10〜50kW

500〜50kW

2MW〜500kW

〜2MW

林発、盛⼟
0.5ha:
50kW〜

企画⽴案 設計・施⼯ 維持管理

⼯事計画届 使⽤前⾃主検査

使⽤前
⾃⼰確認

保安規定
維持義務

技術基準適合

環境アセス︓30MW〜40MW

ポジティブゾーニング/
推進したい事業、設置形態への誘導 抜けの無い⼊⼝のチェック機構＋事後規制

再エネ特措法(地域活⽤案件)
×

ポジティブゾーニング

地域裨益型PPA
×

補助⾦、⾃治体広報

⼟地利⽤政策との連携
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太陽光発電の⻑期安定化電源にむけて︓事業者への期待
• ⻑期安定化電源化には、地域裨益・共⽣できる持続的な発電事業の実現が必須。
• 便益の増加︓アグリゲートによる電源価値向上
• コストダウン︓費⽤便益評価ベースの既存・新規案件の運⽤管理の効率化(OPEX)

知⾒集約による効率的新規導⼊(CAPEX) によるトータルコストの低減
• 継続的な⼤規模の増加は限定的。既存⼤規模をベースにしつつ、中⼩規模を集約導⼊・管理。
• 地域ごと、システムごとの多様性化する太陽光発電への対応が必須（標準化→多様化）。

出典︓電⼒・ガス事業分科会 再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電⼒ネットワーク⼩委員会（第43回）
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太陽光発電の主⼒電源化に向けて

電源価値の向上:
電⼒市場へのマーケットイン こと︓発電事業 等

ひと︓発電事業者 等

ひと︓アセットマネージャー

もの︓優良な発電設備

こと︓FIT売電事業

ひと︓発電事業者はごく⼀部

ひと︓保守点検事業者

もの︓不安全な発電設備

将来︓主⼒電源化

事業者の集約化

設備の適正化

⺠間事業者

• 地域共⽣とコスト効率的な
導⼊の実現

• ⾼い倫理感
• 確かな技術⼒

• 優良事業者が競争⼒持てる
事業環境整備

• 適切な規制、基準
• 確実な執⾏

• ⾃由経済とエネルギー政策の両⽴
• 義務と権利︓⾃由と公共の福祉

現在

⾏政
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太陽光発電の主⼒電源化・⻑期安定化電源にむけて
• 太陽光発電の導⼊は、下限もないが上限もない、⾃由経済とエネルギー政策の両⽴が必要。
• 太陽光発電の主⼒電源化に向けて、特定事業者＆⻑期の電源開発計画ではない、多数分散

、多様・不特定多数なプレーヤーによる持続的な導⼊拡⼤・インフラ化が必要。

• 地域の⼟地利⽤政策との連携ができず、意図しない開発を⽌めるすべもなかった現状。
• 持続的な導⼊拡⼤・インフラ化には、地域共⽣は不可⽋であり、それを実現できる優良な事業者

が競争⼒を持つこと、その環境構築のために⾏政による規制的、経済的な両⾯の誘導策が必要。

• 既設の⻑期安定電源化は、⾏政に頼るところは⼤きい。⺠間では是正できる体制を整える必要。
• さらなる導⼊拡⼤は、どこに⼊れたいか（⼟地利⽤政策とエネルギー政策の両⽴）、どのような事

業が良いのか、業界における共通認識が必要であり、地域共⽣はその中で重要なピース。

• 地域共⽣、安全を⼤前提としつつ、地域性・各種システム・事業モデルなどの多様性に対応し、リ
スク-コスト効率的に事業展開できる確かな実⼒と⾼い倫理観を有する事業者が増えることが、適
正な管理、導⼊拡⼤につながる。



confidential67

Thank you for your attention.
takashi.oozeki@aist.go.jp

国⽴研究開発法⼈ 産業技術総合研究所
福島再⽣可能エネルギー研究所

Fukushima Renewable Energy institute, AIST
(FREA)


